
公立大学の任期制教員の現状

一 ヒアリング調査から一

佐藤 龍子 (大学教育セ ンター )

「教員採用の改善について」では,教員人事の活

性化の必要性について数点にわたり提言.教員の

選択的任期制や契約任期制の導入について,今後 ,

検討する必要があるとした .

1996(平成 8)年 10月 29日 には大学審議会が

「大学教員の任期制について (答申)一大学にお

ける教育研究の活性化のために一」を答申した .

その後,1997(平成 9)年 6月 に「大学の教員等

の任期制に関する法律」 (以下,任期制に関する法

律)が公布された.ま た,総合科学技術会議が 2005

(平成 17)年 12月 「総合科学技術に関する基本

政策について」を答申。人材流動性の向上の視ノ点

から任期制の広範な定着を求めている.

さまざま答申では,任期制教員を,人材流動化 ,

人事の活性化の手段として認識 している.しかし,

任期制を導入 し,流動化が進むと何がいいのか,

どこがどのようによくなるか,本来の目的は何な

のかについての言及はない .

さて,前述の任期制に関する法律では,任期制

を 3つのタイプに分けている.(1)流動型―多様

な人材の確保が必要な教育研究組織の職に就ける

とき  (2)研究助手型一主に研究を行 う助手の

職に就けるとき  (3)プロジェク ト対応型一特

定の計画に基づき期間を定めて教育研究を行 う職

に就けるときの 3つである.

しかし,現状はさらに多様化 している.例 えば,

(1)授業を持たないマネジメン トプロフェッサ

ー  (2)学部に属さないセンター等で新 しいタ
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1。 は じ め に

1997(平成 9)年 6月 に「大学の教員等の任期

制に関する法律」が成立してから 12年が経過 し

た.そ の後,着々と任期制は広がり,定着してい

る.しかし,その実態解明やあり方の研究は進ん

でいるとは言えない .

本論文では,任期制教員の現状がどうなってい

るのか,公立大学法人 (以下,公立大学)へのヒ

アリング調査を通 して現状を明らかにし,今後の

課題を考察するものである.任期制教員の採用 ,

雇用実態,キ ャリア形成やFD等現状を明らかに

し,多様化しつつある日本の大学教員について考

察してみたい.①

2。 任期制導入の経緯

1994(平成 6)年 6月 28日 の大学審議会答申
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イプの仕事をする  (3)テニュア制導入の前段

階  (4)テニュア 0ト ラック制度の活用② (5)

新設の公立・私立大学で全教員が任期制 (6)部 局

(学部等)全員が任期制 (7)全教員が任期制など

である◆法の類型を超えて,多様な形態での採用

が進んでいる.

3。 先行研究から

任期制や公募制を含む研究者の流動性について

高等教育の分野では,広島大学および山野井敦徳

氏らが精力的に研究を進めている.特に定量調査

を踏まえた分析を行っている.

山野井らの 「大学教員の選択的任期制に関する

研究」によれば,2001年時点で以下のように特徴

づけられている.③ 第 1に任期制は設置形態別

では国立大学を中心に導入されてお り,公立,私

立では少ない.第 2に学問分野別では国立大学の

自然科学系分野や医学系分野,私立大学では人文

社会科学系分野で任期制が導入されている.第 3

には任期制のタイプでは流動型がもつとも多く,

大きく引き離されて国立大学の自然科学系分野等

における研究助手型が続き,プロジェク ト型はき

わめて少ない.第 4には職階別では各機関に適応

された職階の組合せは実に多様であり,単独職階

としては助手への導入が最多であった.第 5には

任期制の期間は,最短 1年,最長 12年で,国立

で分散が大きく5年,7年,10年の順に多い.公

立大学は 3年ないし5年,私立では 1年,3年 ,

5年が最多で,両者 とも 5年が最長であつた.再

任は 6割が無限定に可能であり,再任不可は国立

大学の助手や私立大学の教授を中心に 15%に留

まる。その結果,最長可能在職年数は定年までと

い うのが 68%を 占め,い わば定期的な評価の機能

を果たしている.

以上は 2001年の定量調査結果の分析である.

しかし,平成 18(2006)年には科学技術振興調

整費で 「若手研究者の自立的研究環境整備促進プ

ログラム」が発足し,テ ニュア・トラック制を導入

する大学を助成 している.平成 18年度に 9校 ,

平成 19年度 12校,平成 20年度 9校が採択され

ている.④ これ らの大学は,若手研究者をプロ

ジェク ト研究型もしくは研究助手型で採用し,キ

ャリアサポー トをしている.

山野井 らの調査時点ではプロジェク ト型がきわ

めて少なかったが,後述するように,大学教育を

支援する競争的な経費が増えるとともにプロジェ

ク ト型の任期制教員が増えている。また,筆者が

2008年 ,2009年にヒアリング調査をしたところ,

公立,私立大学も任期制導入が進んできている実

態が分かつた.2001年度以降,大規模な定量調査

がなされていないが,今回のヒアリング調査や

JREC‐ IN(研究者データベース)のデータから,

急速に任期制教員の採用が広がり,多様化 してい

ることが分かつた .

上記以外に法的解釈や労働法からの論文は散見

するが,導入当初に比べ現在,研究論文数は少な

くなっている.任期制教員のキャリア形成やFD

の研究はほとんどなく,任期制教員研究のアプロ

ーチも減っている.それらを踏まえ,筆者は任期

制教員の現状を知るためにヒアリング調査を行っ

た .

4。 JREC一 IN(研究者人材データベ

ース)のデータから

ここでは,独立行政法人科学技術振興機構研

究者人材データベース (JREC‐ IN)か ら提供を

受けたデータから,こ の間の公募と任期制の動

向を見てみよう.
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公募と任期制は,年を追 うごとに増加 してい

る.公募の総数は,2002年度 3229件から2008

年度には 8646件になり, 7年間で 2.6倍にな

つている.公立大学の伸びは,2002年 386件

から2008年 973件 と2.5倍である.

図 1。 公募状況の推移
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図 3.常勤、非常勤の推移
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任期制は,2005年度 269件だったが,2007

年度には 730件 ,2008年度ヤコま708件 になっ

ている.4年間で 2。 6倍である.「再任なし」の

任期制は,2005年度 7。4%だが,2008年度に

は 12.7%に上昇している.2005年度と2008年

度を比べると,「再任あり」は 2。4倍,「再任な

し」は 4.5倍で,「再任なし」が急速に増えてい

ることが分かる.

「再任なし」のデータを見ると,助教の任期

制 (研究助手型)と プロジェク ト型の任期制が

増えている.プロジェク ト型の任期制は, 21

世紀COE,グ ローバルCOE,大 学教育を支

援するGP事業など競争的環境のプロジェク ト

が多くなっていることも背景としてある.⑤

常勤、非常勤の推移を見ると、非常勤は 2002

年度の 131件 (4.0%)か ら2008年度は 1494

件 (14。6%)と 3倍以上増えている。

これらの定量的な実態を踏まえ,実際に各大

学でヒアリング調査を行つた .
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5。 公立大学の任期制教員に関する

ヒアリング調査

筆者は2008年 7月 ～2009年 9月 までに国立大

学 9校 と公立大学 6校の計 15校を訪問 (訪問校

は北海道から沖縄)し,任期制に関するヒアリン

グ調査を実施 した.本稿では公立大学の任期制教

員について報告する.

国立大学同様,公立大学においても法人化が進

んでいる.法人化を契機 として各大学の任期制教

員も多様になり,その中から戦略性も浮かび上が

つてきた .

5-1。 ヒア リング調査 の概要

①任期制導入の背景や考え方,②いつから, ど

のような部局から採用か (採用部局,採用数等),

③現在の状況 (採用数,任期年限,再任可否,再

任回数,テニュア 0ト ラック制度の有無,FDに

ついて,④キャリア形成,⑤高等教育の流動化 ,

学長裁量ポス トの有無と任期制の関連,今後につ

いての方向など,各大学での様々な任期制の実態

と運用について, ヒアリングした .

各大学のプロフィールは以下の通 りである.

A大学 (医学部なし大規模大学,関東甲信越エ

リア),B大学 (医学部なし中規模大学,近畿エ リ

ア),C大学 (医学部なし中規模大学,中部エ リア),

D大学 (文系単科大学,北海道 0東北エリア),E

大学 (医学部なし大規模大学,近畿エ リア),F大

学 (医学部なし中規模大学,九州・沖縄エリア),

以下,各大学の項目別のまとめと特徴的ないく

つかの大学の事例を報告する.

5-2.項 目別 のま とめ と特徴

導入時期は,法人化と同時が多い.国立大学は

法制定後比較的早く導入 したが,公立大学は国立

に比べると遅いが,A大 学や D大学のように,法

人化 と同時に原貝J全員が 5年任期 (A大学),3年

任期 (D大学)と い う大学もある。 (表 1参照 )

現状の任期制教員が占める割合は, 2%か ら原

則全教員任期制まで非常に幅広い.総 じて,助教

を中心に任期制導入は進み,比率は高まっている .

(表 2参照 )

表 2。 現状 (導入状況,任期制教員の割合等 )

大

学 現状 (導入状況,任期制教員の割合等)

A
・ 原則全教員任期制.現在約 7割程度 (同意 していない人が
2～ 3害 Jい る)

①  プロジェク ト型教員 (非再任型)の配属先

基盤教育センター (准教授 4名 ,助教 1名 )

② ステップアップ型 (再任型)

教授,准教授 5年以内,再任可.准教授は再任 2回 (計 15年 ).

ただし,能力が証明されても,財政・人事管理上の理由により,

15年 で准教授から教授に昇進できなかつた場合は,別途の扱い

を検討。

③ 助教型 (プロジェク ト型以外)

5年以内,再任可 (最長 8年 .た だし,引継ぎ教員は最長 15

年)

B
現在,任期制教員は4名 (流動型 1,プ ロジェク ト型3)
2009年 (平成 21)年現在教員数 198人中,任期制4人 (2%)

C

教授,准教授で任期制はいない.講師,助教,助手が任期
制である。

平成 18年度 23人 (う ち女性6)全教員275人 (任期制約
8%),
平成 19年度 29人 (う ち女性 5)全教員281人 (約 10%)
平成 20年度 38人 (う ち女性7)全教員267人 (約 14%)

D

全教員が原則 3年の任期制 (流動型)

平成 19年 3月 末に 3年任期が終了.当時40名 近い教員の
うち 14名 が更新できなかったが係争にはならなかった。

教員だけでなく職員も3年任期だが,不可の人はいない

表 1.導入背景,導入時期,導入部局
大

学 導入背景フ導入時期,導入部局

A

ヨ平成 17年度公立大学法人設立時から原則全教員任期制を導入.平
成 17年度に施行したが,す ぐに見直し,平成 18年度 4月 に現行の

規定を制定 .

B
平成 18年公立大学法人化を機に,新たな規定をつくつた 法
人化前の任期制は地域山岳連携センター1名 のみ .

C
平成 16(2004)年 4月 から導入.創薬探索センターから導入.

D
平成 16(2004)年 開学と同時に導入.大学設置準備段階で導入
が話し合われた 全教職員が 3年の任期制 (流動型).

E
平成 17年の法人化と同時にスター ト.助手と講師からスター
ト.

F
・平成 13年 4月 に導入.国際環境工学部開設と同時に導入.(助教
授,講師,助手の全員に導入。ただし,教授除く)

・平成 17年 4月 法人化。大学院社会システム研究科に導入
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E ・ 任期制は現在基本的に助教,講師のみ .

・ テニュア ロトラック制度あり.(任期制教員とは別に運用)

科学技術振興調整費で運用 .

F ・任期制教員は現在 47名 (全教員267名 )比率 176%
口任期はすべて 5年.教授は再任回数に制限ない,准教授は 2

回,講師 1回 .助教,助手はプロジェク ト等の期間内

今回訪問した公立大学では再任不可の教員が

何人もいた.係争中の大学も 1校あった.9校訪

問した国立大学はそのようなケースがなかつた .

制度として明確なテニュア・ トラック制度がある

大学は C大学 1校.外部資金(科学技術振興調整

費)で運用している.

5-3.FDと キャ リア形成 について

ヒアリングした 6校において,任期の有無でF

Dを変えているところはなかつた.国立大学 9校

でも同じ結果だつた.任期の有無に関係なく,F

Dを進めている,あ るいは一層進めたいという声

が多かった .

任期制教員のキャリア形成への配慮も特段ない

ところが多い.C大学は,外部資金を獲得 しテニ

ュア・ トラック制度を導入 し,若手研究者を育成

するための予算措置を取つている.通常から考え

ると破格の研究費 (500万)に,1人 100どの研

究室,高額の給与 (講師で 800万)であるが,外

部資金をとつているから出来ることである.これ

以外では特段,配慮している大学はなかつた。

しかし,講師や助教で任期制の場合,今後のキ

ャリアパスを考えると,よ リー層 FDに力を入れ

る必要があるのではないだろうか。加藤 (2009)

によれば,英国においては,すでに高等教育資格

課程 (PGCHE)の 取得が 2006年以降,多 くの大

学で教員の正規採用の条件になつているという.

⑥ 国家レベルで教育職能に関わる基準枠組みで

ある「専門性基準枠組み」があり,こ の専門性基

準枠組みは,高等教育の教授や学習支援に関わる

専門職に求められる専門性を明記 している.教員

の職能開発の状況は,英国のみの事例に留まらず ,

欧州連合を中心に,欧州全体に広がる気配を見せ

ている.

こうした世界的な動向を踏まえつつ, 日本にお

ける任期制教員 (特に若手研究者)の キャリアパ

スとFDについて,キャリア形成の視点か ら本格

的に議論 し,方向を示す時期にきていると筆者は

考える .

6。 まとめと考察

JREC一 IN(研究者人材データベース)デ

ータや公立大学へのヒアリング等を通じて,以

下のことが明らかになった .

① 公募はこの 7年間で 2.6倍になり,定着し

ている.公立大学の伸びは,2002年 386

件から2008年 973件 と2.5倍である.

② 任期制も4年間で 2。 6倍になっている.

③ 同時に,任期制で「再任なし」が急速に増

えている.

④ 公立大学の任期制の導入時期は,法人化や

大学開学時が多い.

⑤ 公立大学では,大学開学時に全教員を任期

制にした大学もある.講師,助教などを中

心に総じて任期制は増えている.

⑥ 再任制限のない任期制も多い.

⑦ 研究助手型の助教ポス トで任期制が増え,

定着している.

③ COEや 研究所など研究のみのプロジェ

クト型の任期制教員も増えている.

⑨ 社会人,実務家など多様な人材が採用され

ている.

⑩ 任期制教員のための独自のFDやキャリ
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ア形成支援等はなされていない .

① 人件費削減の調整弁的に任期制を導入 し

ている場合もある.

公立大学は特に法人化を契機 として,任期制教

員の導入が急速に進んでいる.国立大学も私立大

学も任期制導入が進んでいる.こ のことだけを見

れば,任期制教員の導入によって,高等教育の教

員の多様化や流動化は進んでいると捉えることが

できる.ま た,民間企業等と同様,多様化・多重化

が進んだともいえる.公募とセットで任期制は定

着 してきている.

再任回数の制限がない任期制教員の場合でも,

任期ごとに教育・研究・行政・社会貢献等の評価

を進めることにより,漠然と仕事をするのではな

く,教員自身が自分の仕事をリフレクションし,

見直すようになった .

一方,人件費削減等の調整弁的に任期制を活用

する場合もある.再任回数に制限のない大学もあ

るが,任期終了後は再任できない大学もあり,不

安定雇用が拡大している面がある.ヒ アリングし

た大学のうち,係争を抱えている大学が 1校あっ

た.係争には至らなかったが,3年任期で 3分の

1の教員が更新できず,入れ替わったという大学

も 1校あった.明 らかに任期制を忌避 し多くの教

員が流出した大学も 1校あった.⑦  大学院拡充

政策でオーバー ドクターやポス ドクが増えたが大

学教員のポス トは少なく,ポス ト不足のために導

入されたような任期制の助教もある.

また,FDやキャリア形成の視点からの配慮も,

現状ではほとんどない.オーバー ドクターやポス

ドク対象のポス トであれば,FDや キャリア形成

を国としても,大学としても本来は真剣に考えな

ければならないだろう.

任期制の本来の目的は,多様性や高等教育人材

の流動化によつて大学が活性化 し,教育の質や研

究の質がよくなり,ひいては学生の質が向上する

ことである.こ の視点は欠かせない.教育の質や

研究の質を見るには,少 し長期的なスパンで物事

を見る必要がある.

日本の高等教育政策のどの部分を任期制教員導

入は担っているのか.大きなフレームのどの部分

なのか.そ してそれは高等教育全体から見て, ど

こをよくする政策なのか.結果的によくなったの

かどうか.将来的にどのようになっていくのか .

この観ノ点から,今後任期制教員の導入を再検証す

る必要がある.

任期制を導入 し,多様性や流動化が進み,何が

どのように変わったのか,何がよくなったのか (悪

くなったのか)を検証しなければならない.同時

に任期制教員にとって必要とされるキャリア形成

とFDについて,具体的に検討する時期にきてい

ると筆者は考える.これらの課題は,非常に重い

が,今後も引き続き研究を続けたい .

※本研究は、 日本学術振興会科学研究費補助金

(基盤研究C)(課題番号 :20530769)「任期制

教員のキャリア形成 とFDに関する研究」 (平

成 20年～22年)(研究代表者佐藤龍子)の助成

による研究成果の一部である。
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②テニュア・ トラック制
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を積んだ上で、厳格な審査を経て任期を付さない (テ

ニュア)を得る仕組みを指す。
③ 2001年 8月 1日 全国国公立大学を対象に実施。

広島大学事務局所管のデータに基づき、広島大学高

等教育研究開発センターで大学・機関・教員データ

として新たに再構築して分析 した。
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